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研究要旨 

本研究課題は、匿名医療保険等関連情報データベース（NDB）および介護保険総合データベース（介

護DB）等の公的データを活用し、医療と介護の特性を総合的に考慮したAI（artificial intelligence）分析

プロトタイプを開発するとともに、公的データの有用性と課題を明確化することを目的とした。具体的

には、主疾患、併存疾患、要介護度、医療サービス利用、介護サービス利用等の情報を統合し、予後予

測や医療・介護費予測に資する機械学習モデルを構築することを目指した。これにより、病院・施設・

在宅という場を超えたケアの質の担保、医療経済的観点を踏まえた医療介護資源の効率的な再配分、な

らびに厚生労働行政に資する科学的根拠の創出を図ることを目指した。 

研究期間全体を通じて、本研究は3つの段階で進めた。第一段階では、臨床医、看護学研究者、医療

政策専門家、統計学者等からなる学際的研究チームを構築し、入退院支援看護師や介護支援専門員等の

実践家へのヒアリングを通じて、現場の課題に基づく臨床研究疑問を整理した。その結果、がん、認知

症、骨折、循環器疾患、透析、高額医療・介護費等に関する20個の臨床研究疑問を立案し、NDBおよび

介護DBを用いた解析に向けて統計解析計画を精緻化した。 

第二段階では、国レベルのNDB・介護DB解析に先立ち、KDBを用いたフィージビリティスタディを

実施した。要介護度3以上の認知症がん患者や新規要介護認定者等を対象として、Random Forest、eXtr

eme Gradient Boosting（XGBoost）等の機械学習モデルを用いた予測モデル構築の実行可能性を検証し

た。その結果、一部の解析ではAUC 0.7前後の一定の予測精度が得られた。一方で、地域限定データで

は、希少疾患や特定の病態において症例数が不足し、一般化可能性にも課題があることが確認された。

この結果は、全国規模のNDB・介護DB連結データを用いた解析の必要性を示す予備的知見となった。 

第三段階では、提供を受けたNDBおよび介護DBを連結し、当初立案した20個の臨床研究疑問のうち、



 2

症例数、実行可能性、臨床的優先度、政策的意義を踏まえて7つの重点研究疑問を選定した。これらの

重点課題について、機械学習を用いた予後予測モデルおよび医療・介護費予測モデルを構築し、AUC、

感度、特異度、陽性的中率、陰性的中率等により性能を評価した。その結果、がん・認知症領域、慢性

疾患・透析領域、骨折・費用予測領域のいずれにおいても、個別患者の1年程度先の予後や高額費用発

生を、臨床現場での意思決定に直ちに活用できる水準で予測することには課題が残ることが明らかと

なった。特に、AUCが一定程度得られる場合であっても、感度または陽性的中率に課題が残り、ハイリ

スク者を抽出するスクリーニングモデルとしては実用化が推奨される水準には至らない研究疑問が多

かった。 

研究期間の最終段階では、政策的・実務的価値が高く、早期の介入による医療・介護資源の適正化効

果が期待される課題として、大腿骨近位部骨折後の要介護度悪化または死亡の予測、および高齢者の高

額医療・介護費予測の2課題を重点的に検討した。大腿骨近位部骨折後の要介護度悪化または死亡の予

測では、整形外科専門医へのヒアリングに基づき、併存疾患、薬剤、術式、入院日数、外来受診回数等

の変数を精緻化し、対象集団を手術実施日に要支援1から要介護2までの認定を受けていた軽度要介護

者に限定した。しかし、精緻化後のAUCは0.67〜0.69にとどまり、精緻化前のAUC 0.71〜0.72と比較し

て改善は認められなかった。高齢者の高額医療・介護費予測では、傷病名、診療行為、薬剤情報、要介

護認定情報を精緻化し、対象を要支援認定者に限定したが、感度は11.1〜11.8％にとどまり、精緻化前

の9.3〜10.4％からの改善は限定的であった。 

以上より、本研究では、現行のNDB・介護DB連結データのみを用いて、1年程度先の要介護度悪化、

死亡、高額医療・介護費発生を、個人単位で臨床現場の意思決定に直ちに活用できる水準で予測するこ

とには課題が残ることが明らかとなった。この背景には、1年程度先の転帰が、ICU入室中などの短期

予後と比べて患者の個別性や時間経過中の出来事の影響を受けやすく、予測困難性が高いことがある。

加えて、これらの転帰は、疾患や医療利用だけでなく、身体機能、認知機能、栄養状態、生活環境、家

族介護力等の多様な因子に影響される一方で、現行の公的データベースにはこれらの情報が十分に含

まれていないことも、予測性能を制約した可能性がある。また、傷病名情報や介護サービス情報が月単

位で把握されるなど、時間情報の粒度にも制約がある。 

一方で、本研究により、特定患者群における要介護度悪化、死亡、高額医療・介護費発生の実態を定

量的に把握できたことは重要な成果である。公的データベースの強みは、個別患者の1年程度先の転帰

を高精度に予測することよりも、全国規模で患者群の規模、転帰の発生割合、医療・介護サービス利用、

費用分布を記述できる点にある。したがって、これらの知見は、個別予測AIとして直ちに社会実装する

ための根拠としては限定的である一方、記述疫学的知見に基づく支援対象群の可視化、ポピュレーショ

ン・アプローチの検討、地域差・施設差の把握、政策介入対象の優先順位付けに資する基礎資料として

活用可能である。 

今後は、NDB・介護DBに加えて、DPCデータ、科学的介護情報システム（LIFE）、特定健診・後期高

齢者健診データ等との連結可能性を検討する必要がある。ただし、これらのデータを追加しても、1年

程度先の個別予測精度が直ちに大幅に改善するとは限らない。むしろ、ADL、認知機能、栄養状態、排

泄、口腔、褥瘡、リハビリテーション実施状況等の生活機能やケアの質に近い情報を含めることで、死

亡や要介護度悪化だけでなく、より実践的なアウトカムを設定し、患者群の状態や医療・介護サービス

利用の実態をより精緻に記述できる可能性がある。したがって、時点情報の標準化、構造化項目の整備、

データ品質の確保、アウトカム定義の精緻化を並行して進める必要がある。本研究の成果は、医療DX

および全国医療情報プラットフォームを通じた公的データ利活用基盤を検討するうえで、現行データ

の有用性と課題を示す基礎資料となる。 
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Ａ．研究目的 
わが国では、超高齢社会の進展に伴い、医療と

介護の双方を必要とする高齢者が増加している。

病院、施設、在宅という療養の場を超えて、医療

サービスと介護サービスを適時適切に提供する

ためには、疾患、併存疾患、要介護度、医療サー

ビス利用、介護サービス利用等の情報を統合し、

対象者の状態に応じた支援や資源配分を検討す

る必要がある。また、医療・介護需要の増大と社

会保障費の伸びを踏まえると、限られた医療介

護資源を、支援を必要とする対象者へ効率的に

配分するための科学的根拠が求められる。 

近年、保健医療分野では、AI（artificial intellig

ence）や機械学習を活用し、予後予測、リスク層

別化、医療・介護サービス利用の把握、政策介入

対象の検討に資する分析を行うことが期待され

ている。匿名医療保険等関連情報データベース

（NDB）および介護保険総合データベース（介護

DB）は、全国規模で医療と介護の利用実態を把

握できる公的データベースである。これらを連

結して分析することにより、医療と介護の特性

を総合的に捉えた予後予測や医療・介護費予測

を行い、行政施策や現場の意思決定に資する知

見を創出できる可能性がある。一方で、公的デー

タベースを用いて、1年程度先の要介護度悪化、

死亡、高額医療・介護費発生といった転帰を個人

単位で高精度に予測できるかについては、十分

に検証されていない。 

本研究課題は、NDB、介護DB等の公的データ

を活用し、医療と介護の特性を総合的に考慮し

たAI分析プロトタイプを開発するとともに、公

的データの有用性と課題を明確化することを目

的とした。具体的には、主疾患、併存疾患、要介

護度、医療サービス利用、介護サービス利用等の

情報を統合し、要介護度悪化、死亡、高額医療・

介護費発生等の予測に資する機械学習モデルを

構築することを目指した。これにより、医療・介

護をまたぐ対象者の状態変化を把握し、病院・施

設・在宅という場を超えたケアの質の担保、医療

経済的観点を踏まえた医療介護資源の効率的な

再配分、ならびに厚生労働行政に資する科学的

根拠の創出を図ることを目指した。 

本研究では、まず、臨床医、看護学研究者、医

療政策専門家、統計学者等からなる学際的な研

究体制を構築し、医療・介護現場の課題に基づく

臨床研究疑問を整理することを目的とした。次

に、国レベルのNDB・介護DB解析に先立ち、地

域データを用いたフィージビリティスタディに

より、機械学習モデル構築の実行可能性と課題

を検討することを目的とした。さらに、NDB・介

護DB連結データを用いて、複数の重点課題に対

する予測モデルを構築し、AUC、感度、特異度、

陽性的中率、陰性的中率等の指標に基づいて性

能を評価することを目的とした。 

加えて、本研究では、単に予測モデルの精度を

評価するだけでなく、AI分析プロトタイプを医

療・介護現場や行政施策にどのように活用でき

るかを検討することを目的とした。具体的には、

個別患者の予後や高額医療・介護費発生を、臨床

現場での意思決定に直ちに活用できる水準で予

測できるかを検証した。また、予測精度に課題が

残る場合でも、特定患者群の予後実態、要介護度

悪化、死亡、高額費用発生の分布を定量的に示す

ことで、支援を要する患者群の可視化、ポピュレ

ーション・アプローチの検討、政策介入対象の優

先順位付けに資する知見を得ることを目指した。 

最終的に、本研究は、NDB・介護DB等の公的

データを用いた個別予測AIの実装可能性と課題

を明らかにし、今後の医療DX、公的データベー

ス連結、全国医療情報プラットフォームの整備

に向けた示唆を得ることを目的とした。特に、現

行の公的データベースのみで捉えられる情報と、

生活機能、認知機能、栄養状態、家族介護力等の

未把握情報との関係を整理し、今後追加を検討

すべきデータ項目、連結可能性を検討すべきデ

ータベース、設定すべきアウトカムを明確化す

ることを目指した。さらに、公的データベースの

強みを踏まえ、個別予測だけでなく、集団レベル

での実態把握や政策支援に資する記述疫学的活

用可能性を検討することも目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、NDB、介護DB、および国保データ

ベース（KDB）等の既存公的データを用いた後ろ

向き観察研究として実施した。医療と介護の特性

を総合的に考慮したAI分析プロトタイプの開発

可能性を検討するため、記述疫学的分析、機械学

習を用いた予測モデルの構築、モデル性能の評価、
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ならびに重点課題におけるモデル精緻化を段階

的に行った。 

研究開始時には、臨床医、看護学研究者、医療

政策専門家、統計学者等からなる学際的な研究チ

ームを構築した。研究班では、入退院支援看護師、

介護支援専門員等の実践家へのヒアリングを行

い、医療・介護現場における意思決定や支援上の

課題を整理した。これらの意見を踏まえ、がん、

認知症、骨折、循環器疾患、透析、高額医療・介

護費等に関する20個の臨床研究疑問を立案した。

各臨床研究疑問について、対象集団、基準日、説

明変数、アウトカム、追跡期間、解析方法を検討

し、NDBおよび介護DBを用いた解析に向けた統

計解析計画を作成した。 

NDBおよび介護DBの利用にあたっては、デー

タ提供申出に必要な申出書類を作成し、専門委員

会による審査に対応した。NDBおよび介護DBは、

利用申出から提供までに一定の期間を要するた

め、この待機期間を活用して、臨床研究疑問の優

先順位付け、変数定義、アウトカム定義、解析対

象集団の包含・除外基準、モデル評価指標の検討

を進めた。また、各研究疑問について、実行可能

性、症例数、臨床的意義、政策的意義を研究班内

で協議した。 

国レベルのNDB・介護DB解析に先立ち、2012

年から2018年までの静岡県32市町のKDBを用い

てフィージビリティスタディを実施した。具体的

には、要介護度3以上の認知症がん患者や新規要

介護認定者等を対象に、機械学習による予測モデ

ルを構築し、予測モデル作成の実行可能性を検証

した。予測モデルには、Random Forest、eXtreme

 Gradient Boosting（XGBoost）等を用いた。モデ

ル性能は、AUC、感度、特異度、陽性的中率、陰

性的中率等により評価した。この予備的検討によ

り、地域データを用いた予測モデル構築の可能性

と、地域限定データにおける症例数および一般化

可能性の課題を確認した。 

その後、提供を受けたNDBおよび介護DBを連

結し、全国規模の公的データを用いた解析を行っ

た。NDBからは、医科レセプト、DPCレセプト、

調剤レセプト等に含まれる傷病名、診療行為、薬

剤、入院・外来利用等の情報を用いた。介護DBか

らは、要介護認定情報、認定調査情報、介護レセ

プトに含まれる介護サービス利用情報等を用い

た。これらの情報を基準日前の説明変数として整

理し、基準日以降の要介護度悪化、死亡、高額医

療・介護費発生等をアウトカムとして定義した。 

当初立案した20個の臨床研究疑問について、症

例数、データ取得可能性、実行可能性、臨床的優

先度、政策的意義を踏まえて精査した。その結果、

症例数が極端に少なくモデル構築が困難と判断

された課題や、他の研究疑問と内容が重複し統合

可能と判断された課題を整理し、最終的に7つの

重点研究疑問を選定した。これらの重点研究疑問

について、Random Forest、XGBoost等の複数の機

械学習モデルを構築し、予測性能を比較した。モ

デル評価では、AUCや正解率のみならず、ハイリ

スク者抽出やスクリーニングへの活用可能性を

評価するため、感度、特異度、陽性的中率、陰性

的中率を含めて総合的に判断した。 

解析対象となる各研究疑問では、疾患、治療、

介護状態、医療・介護サービス利用状況に基づい

て対象集団を定義した。基準日は、手術日、退院

日、治療開始日、初回要介護認定月、サービス開

始月等、各研究疑問の臨床的文脈に応じて設定し

た。追跡期間は、基準日以降の一定期間とし、主

に1年程度の転帰を評価した。アウトカムには、

要介護度の悪化、死亡、要介護度悪化または死亡

の複合アウトカム、高額医療・介護費発生等を用

いた。あわせて、予測モデルの性能評価だけでな

く、対象集団の転帰発生割合、医療・介護サービ

ス利用、費用分布等を把握する記述疫学的分析も

行った。 

最終段階では、前段階の解析結果を踏まえ、政

策的・実務的価値が高く、早期の介入による医療・

介護資源の適正化効果が期待される2課題を重点

課題として選定した。 

第一の課題は、大腿骨近位部骨折後の要介護度

悪化または死亡の予測である。この課題では、整

形外科専門医へのヒアリングに基づき、高血圧、

心疾患、脳血管疾患、糖尿病等の併存疾患、内服

薬の種類、術式、入院日数、外来受診回数等を精

緻化した。また、予測モデル実装後に予後改善可

能性がある集団を特定することを想定し、対象集

団を手術実施日に要支援1から要介護2までの認

定を受けていた軽度要介護者に限定した。基準日

は手術実施日とし、アウトカムは術後365日時点

における要介護度の2段階以上の悪化または死亡
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に再設定した。 

第二の課題は、高齢者の高額医療・介護費予測

である。この課題では、医療・介護資源の重点的

な配分が必要となる対象者を把握することを目

的として、傷病名、診療行為、薬剤情報等の医療

情報を精緻化し、要介護認定情報を予測変数とし

て追加した。解析対象は、介護予防や早期支援の

観点から、要支援認定者に限定した。基準日は初

回の認定有効期間の開始日とし、アウトカムは基

準月の翌月から12か月間の年間医療・介護費が上

位5％となることとして定義した。精緻化後のモ

デルについても、AUC、感度、特異度、陽性的中

率、陰性的中率等を用いて性能を評価した。 

解析にあたっては、請求情報由来の傷病名の解

釈、死亡を含む複合アウトカムの扱い、初期要介

護度による悪化余地の違い、イベント不均衡下に

おける評価指標の解釈に留意した。特に、高額医

療・介護費発生のようにイベント割合が限られる

アウトカムでは、正解率や特異度が高くても感度

が低い場合がある。そのため、モデルの実用化可

能性は、単一の指標ではなく、想定される用途に

応じて複数の評価指標を組み合わせて検討した。

また、1年程度先の転帰は、短期予後に比べて患

者の個別性や時間経過中の出来事の影響を受け

やすいことを踏まえ、モデル性能の解釈には慎重

を期した。なお、予測モデルの課題を踏まえ、研

究期間中に因果推論を取り入れた新たな解析も

計画し、データ変更申出を行った。しかし、デー

タ提供時期の関係により、研究期間内に最終的な

因果効果の推定までは至らなかった。そのため、

本総合研究報告書では、主に予測モデル構築、モ

デル精緻化、ならびに公的データ活用の可能性と

課題の検討結果を報告する。 

倫理面への配慮として、本研究は、匿名化され

たNDB、介護DB、KDB等を用いて実施する研究

であり、倫理指針に基づきインフォームド・コン

セントを要しない研究である。提供されるデータ

には、厚生労働省が審査支払機関等から提供を受

ける時点で個人情報は含まれておらず、ハッシュ

化により復元不可能な形で管理されている。本研

究では、個人の特定可能性を低減するため、詳細

な地域情報を使用しないなどの措置を講じた。ま

た、各種データの利用にあたっては、厚生労働省

が提示する匿名レセプト情報等に関するガイド

ラインを遵守した。研究計画は、研究倫理審査委

員会の承認を得て実施した。。 

 

Ｃ．研究結果 

本研究では、NDBおよび介護DB等の公的デー

タを活用し、医療と介護の特性を総合的に考慮

したAI分析プロトタイプの開発可能性を検討し

た。研究期間全体を通じて、研究基盤の構築と臨

床研究疑問の立案、KDBを用いたフィージビリ

ティスタディ、NDB・介護DB連結データを用い

た重点研究疑問の解析、ならびに最終段階にお

ける重点課題のモデル精緻化を行った。 

 

1）研究基盤の構築と臨床研究疑問の立案 

研究開始後、臨床医、看護学研究者、医療政策

専門家、統計学者等からなる学際的な研究チー

ムを構築した。また、入退院支援看護師および介

護支援専門員等の実践家へのヒアリングを行い、

医療・介護現場における意思決定や支援上の課

題を整理した。これらの検討を踏まえ、がん、認

知症、骨折、循環器疾患、透析、高額医療・介護

費等に関する20個の臨床研究疑問を立案した。 

NDBおよび介護DBは、利用申出からデータ提

供までに長期間を要することから、データ提供

までの期間を活用して、各臨床研究疑問の統計

解析計画を精緻化した。具体的には、対象集団、

基準日、説明変数、アウトカム、追跡期間、解析

方法、モデル評価指標を検討し、NDB・介護DB

連結データを用いた予測モデル構築に向けた準

備を行った。 

 

2）KDBを用いたフィージビリティスタディ 

国レベルのNDB・介護DB解析に先立ち、2012

年から2018年までの静岡県32市町のKDBを用い

てフィージビリティスタディを実施した。要介

護度3以上の認知症がん患者および新規要介護

認定者等を対象として、Random Forest、eXtrem

e Gradient Boosting（XGBoost）等の機械学習モ

デルを用いた予測モデル構築の実行可能性を検

証した。 

KDBを用いた解析では、要介護度3以上の認知

症がん患者および新規要介護認定者を対象とし

た一部の予測モデルにおいて、AUC 0.7前後の一

定の識別能が得られた。一方で、地域限定データ
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では、希少疾患や特定の病態において症例数が

不足し、モデル構築や精度評価に制約が生じる

ことが確認された。また、地域データで得られた

結果を全国レベルに一般化するには限界がある

ことも明らかとなった。これらの結果は、全国規

模のNDB・介護DB連結データを用いた解析の必

要性を裏付ける予備的知見となった。 

 

3）NDB・介護DB連結データを用いた重点研究疑

問の選定と解析 

2024年2月に介護DB、同年8月にNDBの提供を

受け、両データベースを連結した。連結後、当初

立案した20個の臨床研究疑問について、症例数、

実行可能性、データ取得可能性、臨床的優先度、

政策的意義を踏まえて精査した。その結果、症例

数が極端に少なくモデル構築が困難と判断され

た課題や、他の研究疑問と内容が重複し統合可

能と判断された課題を整理し、最終的に7つの重

点研究疑問を選定した。 

選定した7つの重点研究疑問について、Random

 Forest、XGBoost等の機械学習モデルを用いて予

測モデルを構築し、AUC、感度、特異度、陽性的

中率、陰性的中率等により性能を評価した。その

結果、個別患者の1年程度先の予後や高額医療・

介護費発生を、臨床現場での意思決定に直ちに

活用できる水準で予測することには課題が残る

ことが明らかとなった。多くの課題では、AUCが

一定程度得られる場合であっても、感度または

陽性的中率に課題が残り、ハイリスク者を抽出

するスクリーニングモデルとしては十分な性能

に至らなかった。 

 

4）がん・認知症領域における解析結果 

がん・認知症領域では、要介護認定を受けた認

知症がん患者における外科的手術後の要介護度

悪化、および認知症を有する要介護中重度者に

おける肺炎発症入院後の要介護度悪化等を対象

に予測モデルを構築した。これらの解析では、術

後1年または退院後1年の要介護度悪化や死亡を

アウトカムとして評価した。その結果、予測モデ

ルのAUCはおおむね0.60〜0.65程度にとどまり、

個別予測モデルとして十分な識別能を得ること

は困難であった。一方で、記述疫学的には、認知

症がん患者では術後1年で約30％が要介護度悪

化または死亡となり、肺炎で入院した認知症を

有する要介護中重度者では退院後1年で約40％

が要介護度悪化または死亡となることが確認さ

れた。これらの結果は、個別予測AIとしての実装

には課題が残る一方で、手術適応、退院支援、A

CP、ケアプラン見直し等が必要となりやすい患

者群を把握する基礎資料として有用であると考

えられた。 

 

5）慢性疾患・透析領域における解析結果 

慢性疾患・透析領域では、肝硬変による難治性

腹水患者におけるトルバプタン導入後の死亡、

ならびに慢性維持透析患者における要介護度悪

化または死亡を対象として予測モデルを構築し

た。これらの解析では、治療開始後または基準日

以降の一定期間における死亡や要介護度悪化を

アウトカムとして評価した。 

モデル性能を検証した結果、透析領域では特

異度が高い一方で感度が10％前後にとどまり、

支援を必要とする対象者を十分に抽出すること

は困難であった。一方、肝疾患領域では感度が高

い場合でも特異度が40％未満にとどまり、ハイ

リスク者の抽出や臨床現場でのスクリーニング

用途には課題が残った。したがって、慢性疾患・

透析領域においても、現行のNDB・介護DB連結

データのみを用いて、個別患者の予後を実用的

な水準で予測することには課題が残ると考えら

れた。 

 

6）骨折・費用予測領域における解析結果 

骨折・費用予測領域では、股関節手術後の要介

護度悪化、および介護予防・日常生活支援総合事

業の開始1年後の高額医療・介護費発生を対象と

して予測モデルを構築した。股関節手術後の要

介護度悪化予測では、1年後の要介護度1段階以

上の悪化または死亡をアウトカムとして評価し

た。その結果、AUCは0.72前後、感度は約85％と

比較的良好な傾向がみられた。しかし、特異度が

低く、実用化には課題が残った。 

介護予防・日常生活支援総合事業の開始1年後

の高額医療・介護費発生予測では、医療・介護費

が上位5％となることをアウトカムとしてモデ

ルを構築した。モデルの正解率は約95％と高い

値を示したが、AUCは約0.75、感度は約10％にと
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どまった。高額費用発生者の割合が限定される

アウトカムでは、正解率が高くても、実際に支援

対象となる高額費用発生者を十分に抽出できな

いことが確認された。 

 

7）重点課題におけるモデル精緻化と検証 

以上の結果を踏まえ、最終段階では、政策的・

実務的価値が高く、早期の介入による医療・介護

資源の適正化効果が期待される2課題を重点課

題として選定し、モデルの精緻化を行った。第一

の課題は、大腿骨近位部骨折後の要介護度悪化

または死亡の予測であり、第二の課題は、高齢者

の高額医療・介護費予測である。 

大腿骨近位部骨折後の要介護度悪化または死

亡の予測では、整形外科専門医へのヒアリング

に基づき、臨床現場で重要と考えられる変数を

精緻化した。具体的には、高血圧、心疾患、脳血

管疾患、糖尿病等の併存疾患や内服薬の種類を

細分化した。さらに、医療プロセスが予後に与え

る影響を考慮し、術式、入院日数、外来受診回数

等の診療実績データを追加した。また、予測モデ

ル実装後に予後改善可能性がある集団を特定す

ることを想定し、解析対象を手術実施日に要支

援1から要介護2までの認定を受けていた軽度要

介護者に限定した。基準日は手術実施日とし、ア

ウトカムは術後365日時点における要介護度の2

段階以上の悪化または死亡に再設定した。しか

し、詳細な医療情報を追加しても、精緻化後のA

UCは0.67〜0.69にとどまり、精緻化前のAUC 0.

71〜0.72と比較して改善は認められなかった。陽

性的中率も十分ではなく、現行のNDB・介護DB

連結データのみでは、実用化が推奨される水準

の予測性能には至らないと判断した。 

高齢者の高額医療・介護費予測では、傷病名、

診療行為、薬剤情報等の医療情報を精緻化する

とともに、要介護認定情報を追加し、解析対象を

要支援認定者に限定した。基準日は初回の認定

有効期間の開始日とし、アウトカムは基準月の

翌月から12か月間の年間医療・介護費が上位5％

となることとして定義した。しかし、感度は11.1

〜11.8％にとどまり、精緻化前の9.3〜10.4％と比

較して改善は限定的であった。したがって、高額

医療・介護費発生者を事前に抽出するスクリー

ニングモデルとしては、実用化が推奨される水

準には至らないと判断した。 

 

8）研究期間全体を通じた成果のまとめ 

研究期間全体を通じて、NDB・介護DB等の公

的データを用いたAI分析プロトタイプの開発可

能性を段階的に検証した。KDBを用いたフィー

ジビリティスタディでは一定の予測精度が得ら

れ、全国規模のNDB・介護DB連結解析の必要性

が確認された。一方で、NDB・介護DB連結デー

タを用いた7つの重点研究疑問の解析、および2

つの重点課題におけるモデル精緻化では、個別

患者の1年程度先の予後や高額医療・介護費発生

を、臨床現場での意思決定に直ちに活用できる

水準で予測することには課題が残った。この背

景には、1年程度先の要介護度悪化、死亡、高額

医療・介護費発生は、短期予後と比べて患者の個

別性や時間経過中の出来事の影響を受けやすく、

予測困難性が高いことがある。加えて、現行のN

DB・介護DBには、身体機能、認知機能、栄養状

態、生活環境、家族介護力等の情報が十分に含ま

れていないことも、予測性能を制約した可能性

がある。 

一方で、本研究により、特定患者群における要

介護度悪化、死亡、高額医療・介護費発生の実態

を定量的に把握できたことは重要な成果である。

公的データベースの強みは、個別患者の長期予

後を高精度に予測することよりも、全国規模で

患者群の規模、転帰の発生割合、医療・介護サー

ビス利用、費用分布を記述できる点にある。これ

らの知見は、個別予測AIとして直ちに社会実装

するための根拠としては限定的である一方、支

援を要する患者群の可視化、ポピュレーション・

アプローチの検討、地域差・施設差の把握、政策

介入対象の優先順位付けに資する基礎資料とし

て活用可能である。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、NDBおよび介護DB等の公的デー

タを活用し、医療と介護の特性を総合的に考慮

したAI分析プロトタイプの開発可能性を段階的

に検討した。研究期間全体を通じて、学際的研究

チームの構築、20個の臨床研究疑問の立案、KD

Bを用いたフィージビリティスタディ、NDB・介

護DB連結データによる7つの重点研究疑問の解
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析、ならびに2つの重点課題におけるモデル精緻

化を実施した。その結果、現行のNDB・介護DB

連結データのみを用いて、1年程度先の要介護度

悪化、死亡、高額医療・介護費発生を個人単位で

臨床現場の意思決定に直ちに活用できる水準で

予測することには課題が残ることが明らかとな

った。一方で、特定患者群の予後実態や医療・介

護費発生の構造を定量的に把握できたことは、

医療・介護資源の適正配分や政策介入対象の検

討に資する重要な成果である。 

KDBを用いたフィージビリティスタディでは、

一部の対象集団においてAUC 0.7前後の一定の

識別能が得られた。この結果は、医療・介護関連

データを用いた機械学習モデル構築が一定程度

実行可能であることを示した。一方で、地域限定

データでは、希少疾患や特定病態において症例

数が不足し、モデル構築や精度評価に制約があ

ることも確認された。また、地域データで得られ

た結果を全国レベルに一般化するには課題があ

った。したがって、この段階の成果は、地域デー

タの有用性を示すとともに、全国規模のNDB・介

護DB連結解析の必要性を裏付ける予備的知見と

位置づけられる。 

NDB・介護DB連結データを用いた解析では、

20個の臨床研究疑問から7つの重点研究疑問を

選定し、複数の機械学習モデルを用いて予測性

能を検証した。しかし、多くの課題において、個

別患者の1年程度先の予後や高額医療・介護費発

生を実用的な水準で予測することには課題が残

った。がん・認知症領域では、術後1年または肺

炎退院後1年の要介護度悪化や死亡をアウトカ

ムとしたモデルのAUCはおおむね0.60〜0.65程

度にとどまった。慢性疾患・透析領域では、感度

または陽性的中率に課題が残り、ハイリスク者

抽出には十分ではなかった。骨折・費用予測領域

では、一部でAUCや感度が比較的良好な傾向を

示したものの、陽性的中率または感度の低さに

より、スクリーニング用途としての実装には課

題が残った。 

最終段階で実施した2つの重点課題における

モデル精緻化でも、予測性能の明確な改善は得

られなかった。大腿骨近位部骨折後の要介護度

悪化または死亡の予測では、整形外科専門医の

知見を取り入れ、併存疾患、薬剤、術式、入院日

数、外来受診回数等の変数を詳細化した。また、

予測モデル実装後に予後改善可能性がある集団

を特定することを想定し、対象集団を手術実施

日に要支援1から要介護2までの認定を受けてい

た軽度要介護者に限定し、アウトカムを術後365

日時点における要介護度の2段階以上の悪化ま

たは死亡に再設定した。しかし、精緻化後のAU

Cは0.67〜0.69にとどまり、精緻化前のAUC 0.71

〜0.72と比較して改善は認められなかった。この

結果は、大腿骨近位部骨折後の生活機能、要介護

度の変化、死亡といった転帰が、レセプト情報や

要介護認定情報に含まれる診療内容だけでは十

分に説明できない可能性を示している。また、本

研究で用いたデータでは、治療内容の詳細や、治

療直後の身体状態・生活機能の変化を十分に捉

えることが難しく、これらの情報不足が予測性

能を制約した可能性がある。 

高齢者の高額医療・介護費予測でも、傷病名、

診療行為、薬剤情報、要介護認定情報を精緻化し、

対象を要支援認定者に限定したが、感度は11.1〜

11.8％にとどまった。高額医療・介護費発生者の

割合が限られる状況では、正解率や特異度が高

くても、感度が低ければ、実際に支援を必要とす

る対象者を十分に抽出できない。そのため、高額

費用発生者を事前に把握し、介入対象を選定す

るスクリーニングモデルとしては、現行モデル

の実用化には慎重な検討が必要である。AIモデ

ルの性能評価では、AUCや正解率だけでなく、想

定する用途に応じて、感度、特異度、陽性的中率、

陰性的中率を組み合わせて評価する必要がある。 

本研究で予測精度が十分に向上しなかった背

景には、アウトカム自体の予測困難性がある。要

介護度悪化、死亡、高額医療・介護費発生といっ

た1年程度先の転帰は、ICU入室中などの短期予

後と比べて、患者の個別性や時間経過中の出来

事の影響を受けやすい。そのため、仮に生活機能

やケアの質に近い情報を追加したとしても、個

人単位の長期予後予測の精度が直ちに大幅に改

善するとは限らない。加えて、これらの転帰は、

疾患や医療利用だけでなく、身体機能、認知機能、

栄養状態、フレイル、生活環境、家族介護力、経

済状況など、多様な因子に影響される。現行のN

DB・介護DBには、これらの情報が十分に含まれ

ていない。また、傷病名情報や介護サービス情報
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は月単位で把握される場合があり、急性期イベ

ント後の状態変化や生活機能の変化を細かく捉

えることにも制約がある。したがって、現行の公

的データベースのみで長期的な個別予後を、臨

床現場での意思決定に直ちに活用できる水準で

予測することには構造的な課題があると考えら

れる。 

一方で、本研究で得られた記述疫学的知見に

は重要な意義がある。たとえば、認知症を有する

がん患者や肺炎で入院した要介護高齢者におい

て、1年後に要介護度悪化または死亡が一定の割

合で発生することを定量的に示したことは、手

術適応、退院支援、ACP、ケアプラン見直し等を

検討するうえで有用である。また、高額医療・介

護費発生の分布を把握することは、医療・介護資

源の配分や重点的支援の対象を検討するための

基礎資料となる。したがって、本研究成果は、個

別予測AIとして直ちに社会実装するための根拠

としては限定的である一方、支援を要する患者

群の可視化、地域差・施設差の把握、ポピュレー

ション・アプローチ、政策介入対象の優先順位付

けに活用することが現実的である。 

公的データを用いたAI・データサイエンスの

活用においては、個別予測と集団レベルの政策

支援を区別して設計する必要がある。個別患者

の意思決定支援に用いる予測モデルでは、見逃

しを避けるための感度、不要な介入を減らすた

めの陽性的中率、想定される利用場面に応じた

評価指標の妥当性が重要となる。一方、政策立案

や資源配分に用いる分析では、個人単位の高精

度予測よりも、患者群の規模、イベント発生率、

地域差、サービス利用パターン、費用分布を把握

することが重要である。本研究の結果は、現行の

NDB・介護DB連結データが、個別予測AIの直接

実装よりも、集団レベルの実態把握や政策支援

において有用性を発揮しやすいことを示してい

る。 

今後のデータ基盤整備に向けては、NDB・介護

DBに加えて、DPCデータ、科学的介護情報シス

テム（LIFE）、特定健診・後期高齢者健診データ

等との連結可能性を検討することが重要である。

ただし、これらのデータを追加しても、1年程度

先の個別予測精度が直ちに大幅に改善するとは

限らない。むしろ、DPCデータ、LIFE、健診デー

タ等を連結する意義は、予測精度の改善だけで

はなく、生活機能やケアの質に近いアウトカム

を設定し、患者群の状態や医療・介護サービス利

用の実態をより精緻に記述できる点にもある。D

PCデータには、入院時重症度、救急搬送の有無、

主要処置、合併症、退院時状態等の急性期臨床経

過に関する情報が含まれる。LIFEには、ADL、認

知機能、栄養状態、排泄、口腔、褥瘡、リハビリ

テーション実施状況等、生活機能やケアの質に

近い情報が含まれる。これらの情報を連結する

ことで、死亡や要介護度悪化だけでなく、ADL低

下、栄養状態の悪化、排泄状態の変化、褥瘡の発

生・治癒など、より実践的なアウトカム設定が可

能になると考えられる。 

ただし、データ項目を追加すれば直ちに予測

精度が向上するわけではない。データの測定時

点、更新頻度、入力の質、欠測、施設間差、アウ

トカム定義の一貫性が確保されなければ、モデ

ル性能や解釈可能性は十分に高まらない可能性

がある。したがって、今後は、データベース間の

連結拡大に加えて、時点情報の標準化、構造化項

目の整備、生活機能に近いアウトカムの定義、デ

ータ入力負担と利活用可能性の均衡を検討する

必要がある。特に、医療と介護をまたぐ状態変化

を捉えるためには、基準日、評価時点、サービス

利用時点、転帰発生日の関係を明確に定義でき

るデータ構造が重要である。 

また、AI開発に資するデータ提供体制の整備

も重要な課題である。本研究では、NDBおよび介

護DBのデータ提供までに長期間を要し、モデル

構築後に変数定義、対象集団、アウトカムを見直

して再解析する反復的な開発プロセスには制約

があった。AIモデルの開発では、初回解析の結果

に基づき、特徴量を再設計し、モデルを再学習し、

評価指標を再確認する過程が不可欠である。し

たがって、研究目的に応じて安全に再解析を行

えるオンサイトセンター等の解析環境、追加変

数や再抽出の審査を効率的に行う仕組み、研究

者と行政が迅速に協議できる体制が求められる。 

本研究にはいくつかの限界がある。第一に、解

析に用いた情報は、主に請求情報および要介護

認定情報に基づいており、生活機能、認知機能、

栄養状態、住環境、家族介護力等の詳細な情報を

十分に扱うことができなかった。第二に、多くの
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解析で1年程度先の転帰をアウトカムとしたた

め、短期転帰に比べて多様な要因の影響を受け

やすく、予測の困難度が高かった。第三に、アウ

トカムによってはイベント不均衡が存在し、正

解率や特異度のみではモデルの実用性を判断で

きなかった。第四に、因果推論を取り入れた新た

な解析も計画したが、データ提供時期の関係に

より、研究期間内に最終的な因果効果の推定に

は至らなかった。 

以上より、本研究は、NDB・介護DB等の公的

データを用いたAI分析プロトタイプの開発可能

性と課題を明確化した点に意義がある。現行のN

DB・介護DB連結データのみでは、個別患者の長

期予後や高額医療・介護費発生を、臨床現場での

意思決定に直ちに活用できる水準で予測するこ

とには課題が残る。一方で、全国規模の公的デー

タを用いて、特定患者群の予後実態、医療・介護

サービス利用、費用発生構造を可視化すること

は、医療・介護資源の適正配分、医療DX、公的

データベース整備に向けた政策的検討に資する。

今後は、個別予測AIの実装可能性を慎重に評価

しつつ、集団レベルの意思決定支援とデータ基

盤整備を並行して進める必要がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、NDB、介護DB、KDB等の公的デ

ータを活用し、医療と介護の特性を総合的に考

慮したAI分析プロトタイプの開発可能性を検討

した。研究期間全体を通じて、学際的研究チーム

の構築、20個の臨床研究疑問の立案、KDBを用い

たフィージビリティスタディ、NDB・介護DB連

結データを用いた重点研究疑問の解析、ならび

に重点課題におけるモデル精緻化を段階的に実

施した。その結果、KDBを用いた予備的検討では

一部の対象集団において一定の予測性能が得ら

れ、医療・介護関連データを用いた機械学習モデ

ル構築の実行可能性が確認された。一方で、地域

限定データでは症例数や一般化可能性に課題が

あり、全国規模のNDB・介護DB連結データを用

いた解析の必要性が示された。 

NDB・介護DB連結データを用いた解析では、

20個の臨床研究疑問から7つの重点研究疑問を

選定し、要介護度悪化、死亡、高額医療・介護費

発生等を対象とした予測モデルを構築した。し

かし、多くの課題において、1年程度先の個別予

後や高額医療・介護費発生を実用的な水準で予

測することには課題が残った。さらに、大腿骨近

位部骨折後の要介護度悪化または死亡の予測、

および高齢者の高額医療・介護費予測において、

専門家の知見を取り入れた変数精緻化や対象集

団の再定義を行っても、予測性能の明確な改善

は得られなかった。 

以上より、現行のNDB・介護DB連結データの

みを用いて、個別患者の1年程度先の要介護度悪

化、死亡、高額医療・介護費発生を、臨床現場で

の意思決定に直ちに活用できる水準で予測する

AIを直接社会実装することには課題が残ること

が明らかとなった。この背景には、これらの転帰

が短期予後と比べて患者の個別性や時間経過中

の出来事の影響を受けやすく、予測困難性が高

いことがある。加えて、要介護度悪化、死亡、高

額医療・介護費発生といった転帰は、疾患や医療

利用だけでなく、生活機能、認知機能、栄養状態、

住環境、家族介護力等の多様な因子に影響され

る一方で、現行の公的データベースにはこれら

の情報が十分に含まれていないことも関係して

いると考えられる。 

一方で、本研究により、特定患者群における要

介護度悪化、死亡、高額医療・介護費発生の実態

を定量的に把握できたことは重要な成果である。

公的データベースの強みは、個別患者の長期予

後を高精度に予測することよりも、全国規模で

患者群の規模、転帰の発生割合、医療・介護サー

ビス利用、費用分布を記述できる点にある。した

がって、これらの知見は、個別予測AIとして直ち

に社会実装するための根拠としては限定的であ

る一方、支援を要する患者群の可視化、ポピュレ

ーション・アプローチの検討、地域差・施設差の

把握、医療・介護資源配分、政策介入対象の優先

順位付けに資する基礎資料として活用可能であ

る。 

今後は、NDB・介護DBに加えて、DPCデータ、

科学的介護情報システム（LIFE）、特定健診・後

期高齢者健診データ等との連結可能性を検討す

る必要がある。ただし、これらのデータを追加し

ても、1年程度先の個別予測精度が直ちに大幅に

改善するとは限らない。むしろ、ADL、認知機能、

栄養状態、排泄、口腔、褥瘡、リハビリテーショ
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ン実施状況等の生活機能やケアの質に近い情報

を含めることで、より実践的なアウトカム設定

と、集団レベルでの実態把握や意思決定支援が

可能になると考えられる。また、時点情報の標準

化、構造化項目の整備、データ提供体制の迅速化、

研究目的に応じて安全に再解析できる環境整備

を進めることが重要である。 

本研究の成果は、公的データを用いたAI・デー

タサイエンスの社会実装において、個別予測AI

の課題と、集団レベルの政策支援に向けた活用

可能性を明確にした点に意義がある。今後は、個

別予測の精度向上のみを目指すのではなく、医

療DX、全国医療情報プラットフォーム、公的デ

ータベース連結の推進とあわせて、医療・介護資

源の適正配分に資するデータ利活用基盤を整備

していく必要がある。 
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